
　本調査報告は平成１５年度の財団法人中国産業活

性化センターから当研究所が受託した調査報告書

の概要である。

１．調査目的

　近年、地域コミュニティの資源を活用して、ビ

ジネスの視点で地域の活性化をめざす事業（コ

ミュニティ・ビジネス）が注目されている。これ

は、地域に密着した住民主体のビジネスであり、

営利追求とボランティア活動の中間領域的なビジ

ネスともいえ、その起業により、�地域のニーズ

にあった社会サービスの提供、�地域の技術や資

源の活用と循環、�新たな雇用の創出、等が期待

される。

　特に、郡部では、市町村合併等による行政サー

ビスの低下が予想され、それを補う手段として、

地域住民によるコミュニティ・ビジネスの拡大が

求められている。都市部では、コミュニティ・ビ

ジネスは事業として魅力のある規模を有するとみ

られる。

　また、国は、行政の効率化・簡素化等の観点か

ら、規制緩和や行政サービスのアウトソーシング

により民業拡大を進める方針（骨太方針の第２弾）

を打ち出している。

　以上のような視点から、中国地域におけるコ

ミュニティ・ビジネスの現状と規制緩和や行政

サービスのアウトソーシングの動き（以下、アウ

トソーシング等という）を把握するとともに、そ

の課題と対応策について検討し、中国地域におけ

るコミュニティ・ビジネスの発展に向けた方策を

検討した。

　調査にあたっては、文献調査・アンケート調

査・ヒアリング調査を中心に、行政サービスのア

ウトソーシングの活用に焦点をあてた方策調査を

行った。

２．調査概要

�　コミュニティ・ビジネス
　�コミュニティ・ビジネスの概要
　ａ　定義付け
　本調査では、コミュニティ・ビジネスを

「地域社会の構成員（住民・企業・団体等）に

よって行われる、地域の課題解決を目的とし

た公益性を重視するビジネス」と定義する。

　ｂ　事業分野
　事業分野は、生活密着型（介護サービス、

家事サービス等）、地域振興型（まちづくり、

文化の継承・創造等）、資源循環型（環境・リ

サイクル、新エネルギー等）、産業支援型（新

産業創出や産業創出支援）等がある。

　ｃ　特　　徴
　公共性の高い地域の課題を解決することが

目的で、営利性が低く地域住民の協力を得ら

れる事業。

　住民の生活圏が主な事業基盤で、住民が主

体となり地域に密着した事業で、地域資源の

域内循環を促進する事業。

　ｄ　事業主体
　事業主体として、���（���������	�
�����

������）、営利企業、任意団体等がある。

　任意団体等によるボランティア活動（営利

を目的とせず、不特定多数の利益のために、

自主的に行う活動）が組織として継続的に行

われる場合、���と位置付けられる。���
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は非営利活動を行うが、経済活動も行うこと

ができ、コミュニティ・ビジネスは事業的な

���と位置付けることができる。

　�コミュニティ・ビジネスを取りまく環境
　少子・高齢化が進行、商店街の空洞化が加

速、地域の情報化の進展、就業構造の変化等

の動きがみられる。　

　�わが国におけるコミュニティ・ビジネスの現状
　自治体等による支援…日経産業消費研究所

の調査（平成１４年）によれば、全国４７都道府

県・１２政令指定都市の内、４９％（２３都道府県、

６政令市）が何らかの支援策を講じており、

１０自治体が支援を予定・検討している。

　資金調達…資金調達方法は、行政や地域団

体からの負担金や会費収入のウェイトが高い。

　また、資金調達が大きな課題の一つになっ

ているが、従来の行政による補助金や民間金

融機関による融資だけに限らず、地域の生活

者自らが資金提供者となろうという動きが広

がっている。

　雇用の実態…厚生労働省の推計によれば、

コミュニティ・ビジネスの雇用（有給者）は

約６万人とされている。

　一般に、���の事務局の大半は非常勤ス

タッフで構成されており、賃金水準は一般企

業の半分程度と見込まれている。

　�国内外の事例
　ａ　国内の事例
　生活密着型（医療・福祉・子育て支援）で

は、成功要因としてリーダーの存在、安定し

た本業の存在、人材の確保、ハード面の初期

投資の抑制等があげられる。

　地域振興型（一次産品・加工品等の販売）

は、地域の潜在的な原材料や人材を調達し、

生産活動を行うことにより、地域が自らの力

で地域内に新たな活力を生み出すビジネスと

いえる。
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図表１　コミュニティビジネス



　産業創出支援型では、���のインキュベー

ションにより、魅力ある活動プログラムを提

供できる多くの ���が育ち、事業の継続や

���相互の交流深化が期待される。

　ｂ　諸外国の動き
　米国では、行政・企業・市民との仲立ちを

するインターミディアトリー（中間支援機

関）という組織があり、大きな役割を担って

いる。

　�課題と対応策
　経営課題と対応策…経営課題は、事業規

模・収支・資金繰り、人材の確保育成、組織

のマネジメント、事業拠点の確保等があり、

対応策は、市民バンク等の充実、起業時の資

金支援、起業に関する実務指導、企業 ��等

の人材活用等があげられる。

　機能面の課題と対応策…機能面の課題は、

地域のセミマクロ的な課題把握が不十分、低

い給与水準、地域のネットワークを生み出し

にくいこと等があり、対応策は、課題解決の

ための目標設定、地域住民の会員としての参

加、事業の担い手と顧客層との有機的ネット

ワーク等があげられる。

�　行政サービスのアウトソーシング等
　�定義付け
　行政サービスは、行政機関により提供され

るサービスで、公共サービス（教育・交通・

医療・警察・消防・司法等のサービス、水

道・ガス・電話等の公益事業を含む）の一部

と位置付けられる。

　アウトソーシングとは「ある組織から他の

組織に対して組織の機能やサービスの一部を

委託すること（業務の外部化）」をいい、行政

の場合は民間への業務委託が中心で、具体的

には、事務事業の民営化、施設運営の公設民

営化、人材派遣の活用、ボランティアの活用、

���の導入等がある。

　本調査では、規制緩和等に伴う ���等と

のコラボレーション（協働）、���手法の導入、

アウトソーシングの動きを「アウトソーシン

グ等」と捉え、アウトソーシング等の推進を

背景とするコミュニティ・ビジネスの起業・

育成について検討する。また、コミュニ

ティ・ビジネスの創出という観点から高度な

技術を要する専門的な事業分野を除く。

　���等とのコラボレーション（協働）とは、

行政機関と ���等が、それぞれの主体性・

自発性のもとに、互いの特性を認識・尊重し

あいながら、共通の目的を達成するため、企

画立案への参画、共催・後援、委託・補助等

により、協力・協調することをいう。

　�行政サービスのアウトソーシング等の現状
　経済財政諮問会議の「経済財政運営と構造

改革に関する基本方針２００２（骨太の方針第２

弾）」（平成１４年）では、「規制改革を通じた民

業拡大」を経済活性化戦略の基本的な考え方

とし国・地方の行政サービスのアウトソーシ

ングを積極的に進めることを明記している。
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図表２　コミュニティビジネスの位置付け

　（資料）国土交通省「コミュニティ・ビジネスによる
　　　　　地域活性化支援方策」（平成１４年）より作成

図表３　官と民の役割分担

（資料）摂南大学教授　島田達巳「自治体のアウト
　　　　ソーシング戦略」（平成１２年）他により作成



　経済産業省の「パブリックビジネスの影響

に関する研究会報告書」（平成１５年）では、都

道府県が外部に委託している業務別割合は、

一般事務では「本庁舎の清掃」・「�情報処理・

庁内情報システム維持」等が高く、施設の運

営事務では「児童館」・「養護老人ホーム」・

「温泉健康センター」等が高い。

　行政改革の動きの中で、アウトソーシング

の対象分野として、定型的業務、専門的業務、

時期集中業務、イベント・研修業務、施設管

理運営業務等が検討されている。

　従来、地方自治法では、公の施設の管理運

営は公共団体又は公共的団体に限られていた。

このため、民間企業が公共施設の「建物管理」、

「本格的な設備改修・設備投資」、「料金の決

定・収受」まで包括的な委託を受けた例はほ

とんどなく、公共的団体の孫請けや限定的な

業務の一部委託であったりするケースが大半

であった（ただし、平成１５年９月の改正によ

り、民間委託の対象業務が拡大された）。

　�国内外の事例
　ａ　都道府県・市の事例
　長野県、福岡県等では、推進計画等を策定

し、アウトソーシングを推進している。一部

の市では、公設民営の保育所（東京都三鷹市）、

浄水場の完全委託（群馬県太田市）等、斬新

的な取組みが行われている。

　ｂ　諸外国の動き
　英国では、民間活力や市場メカニズムを活

用した官民パートナーシップによる公共サー

ビスの民間開放（���）が積極的に展開され

ている。

　米国では、各自治体の判断で、少年院運

営・廃棄物処理・在宅医療・消防等、多様な

公共サービスのアウトソーシングが進んでい

る

　�行政サービスのアウトソーシング等の課題と
　　対応策
　ａ　アウトソーシング
　行政では、業務のブラックボックス化、ア

ウトソーシング先の職員との意思疎通等が課

題で、対応策として、情報の公開、目的の明

確化、基準・手続方法の確立等があげられる

　アウトソーサー（アウトソーシングを受け

る側）では、秘密漏洩の可能性、住民への責

任が曖昧になりやすいこと、緊急時への対応

等がある。対応策として、守秘義務の徹底、

積極的な情報開示等があげられる。

　ｂ　NPO 等とのコラボレーション（協働）
　���等では、資金や活動拠点の確保・整備

等が課題で、今後、行政に対する理解、組織

の確立、積極的な情報開示等が求められる。

�　先進事例調査（福岡・佐賀・長崎）
　�訪問先
　　自治体：２県（福岡県、長崎県）

　　事業主体：５団体等（���法人、株式会社、

　　　　　　　任意団体等）

　�聴取内容
　ａ　自治体
　福岡・長崎両県では、行政サービスのアウ

トソーシングやコミュニティ・ビジネス振興

について、基本方針を策定し、事業展開を進

め一定の効果をあげている。

　ｂ　NPO・ボランティア団体等
　中間支援型の ���法人では、コミュニ

ティ・ビジネスや ���活動の中心的存在と

して他団体の支援を行っている。また、行政

より支援センター業務を受託、行政の委員会

の委員を務める等行政とコミュニティ・ビジ

ネスの運営主体との橋渡しをする役割も大き

い。

　ボランティア団体等が、地域特性を生かし

て地域住民等を巻き込み魅力的な地域の創造

に大きく寄与しており、広い意味ではコミュ

ニティ・ビジネスととらえることが出来る。

　ｃ　課題
　行政サービスのアウトソーシングとコミュ

ニティ・ビジネス振興の目的が異なるため、

両者を有機的に結びつけた施策の実現にまで

は至っていない。

　自立できている ���法人・団体は非常に

少なく、組織的にもリーダー個人の資質に頼

る面が多く、行政からの受託業務を継続的に

遂行できる団体の育成が望まれる。

各団体は自らの活動をあくまでボランティ
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アと捉えており、事業を展開する際にも

「出来る範囲で無理をしないという考え方」

が継続的な活動の成功要因として大きい。

�　中国地域の現状と課題
　�コミュニティ・ビジネスの現状
　ａ　事業主体
　コミュニティ・ビジネスの事業主体は、

���法人が多い。

　中国地域の ���法人数は６３３団体（平成１５

年１２月現在）あり、活動分野として、「保

健・医療・福祉（２８５団体）」が最も多く、全

体の４割強を占め、次いで「環境保全（７２団

体）」・「まちづくり（６２団体）」・「文化・芸

術・スポーツ振興（５２団体）」等が多い。

　ただし、コミュニティ・ビジネスの事業主

体は、���に限定されるものではなく、中国

地域においても、会社組織で行っている事例

がある。

　ｂ　地域別の活動状況
　都市部では、���、ボランティア団体等の

活動も多種多様で、活動分野としては、生活

密着型（福祉・育児支援等）が多い。事業主

体の事業拡大への意向も比較的強く、主導的

なリーダーの下で、財政面・人材面の課題を

抱えながら、自助努力を続けている。

　郡部では、地域コミュニティとしての活動

が多く、活動分野としては、地域振興型（ま

ちづくり・観光交流等）が多い。有償の相互

扶助活動や地場産品の販売事業が行われてい
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（資料）日本 ���センター（平成１５年１月現在）他より作成

図表５　中国地域のコミュニティ・ビジネスの中間支援組織

  

図表４　中国地域の NPO 法人数

                               
 

  
 
 
 
 

      
 

 

 
 

 
（注）平成１０�年１２�月～平成１５�年１２�月の累計
（資料）内閣府、日本 ����センター



るが、市場規模が小さく、自治体からの補助

金等に依存している事例が多い。

　ｃ　コミュニティ・ビジネス等への支援
　島根県・山口県は、平成１４年度以降、コ

ミュニティ・ビジネスへの支援事業を行って

おり、岡山県・広島県でも検討が進められて

いる。

　鳥取県・岡山県では税制面の優遇措置、山

口県では低利融資制度を設けて、商工労働部

門や生活関連部門を通じて ���等への活動

支援を行っている。

　ｄ　中間支援組織
　コミュニティ・ビジネス振興のためには、

事業主体の実情を熟知し、組織管理・事業運

営・事業手法等の専門家が揃った中間支援組

織の役割が重要である。しかし、中国地域に

は、コミュニティ・ビジネスに絞った中間支

援組織はなく、現状では、���等の活動支援

センターやベンチャー企業の育成機関等が同

様の役割を担っている。

　�行政サービスのアウトソーシング等の現状
　民間委託（アウトソーシング）を「既に実

施している」自治体は、全体の６割を超える

が、そのうち基本計画や行動計画等を策定し

ている自治体は少ない。

　事業分野は、生活密着型（福祉等）、資源循

環型（環境保全・リサイクル）、地域振興型

（文化・芸術・スポーツ振興）が多い。

　都市部で、民間委託（アウトソーシング）

を「既に実施している」自治体が多い。その

目的は、「行政負担が軽減できる」、「人員・
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図表７　行政…支援事業の有無

既に行っている 

現在、検討している 

かつて検討したが導入しなかった 

まだ検討したことがない 

その他 

図表６　自治体による民間委託の有無

既に民間に委託している 

現在、検討している 

かつて検討したが委託しなかった 

まだ検討したことがない 

その他 



人件費等が削減できる」が多い。特に、やや

規模の大きい ���や団体は、自立意識も比

較的強く、地域の課題解決に向けて自助努力

を続けている。

　郡部では地域コミュニティ支援事業が従来

から行われており、施設管理を中心に民間へ

の委託が進んでいる。

　�中国地域の課題
　ａ　行政のコミュニティ・ビジネスへの認識と
　　支援
　アンケート調査では、コミュニティ・ビジ

ネスを「よく・やや知っている」と答えた自

治体は２割強にとどまっており、自治体の認

知度は低い。

行政改革の必要性と民間委託の拡大への認識

はかなり広がっているが、民間委託を産業振

興に役立てるという考え方はほとんどない状

況にある。

　山口県・島根県では、コミュニティ・ビジ

ネスの実態調査に基づき、支援事業を行って

おり、山口県では、人材育成に主眼をおいた

施策を展開している。鳥取県では実態調査を

始めた段階で、岡山県・広島県ではコミュニ

ティ・ビジネスとしての事業化は行っていな

い。

　市町村では、コミュニティ・ビジネスへの

支援事業を行っている市町村は全体の１割強

にとどまっている。

　自治体の支援事業の位置付けは「地域振興」、

「産業振興」、「福祉対策」等が多く、対象分

野は「保健・医療・福祉」、「まちづくり」、

「環境保全・リサイクル」等となっており、各

部署ごとに取り組まれている。

　ｂ　行政側のアウトソーシング等への対応
　行政のアウトソーシング等の主目的は行政

の効率化にあり、現状では経費削減効果の高

い事業から手をつけており、コミュニティ・

ビジネスの振興まで意識が至っていない状況

にある。

　ｃ　事業主体（NPO、任意団体等）の事業活動
　事業活動上の課題は、資金や人材面が多い。

　���以外にも、地域コミュニティ（地域住

民有志や地域協議会）が事業活動を行ったり、

有償ボランティア・商工会の事業活動もあり、

これらを含めて広義のコミュニティ・ビジネ

スと捉えることもできるが、総じてその事業

規模は小さい。

　�事業主体側のアウトソーシング等への対応
　���等は、ボランティア精神に富む一方で

コスト意識が低く、行政サービスを受託でき

る人材的・財政的基盤が確立していない。

事業拡大の意向があっても、人材不足から対

応できない状況にある。

　行政からの委託事業拡大への要望をはじめ、

法人税や寄付金への優遇措置等、税制への要

望がある一方で、行政の認識不足や手続の煩

雑さを指摘する声もある。
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図表８　行政…支援事業の位置付け



５．行政サービスのアウトソーシング等によ
るコミュニティ・ビジネス育成

　厳しい地方財政の現状を踏まえ、事業主体の自

立という観点から、資金援助は目的・対象を限定

し、地域特性を踏まえた行政サービスのアウト

ソーシングを通じて、�自治体・事業主体の交流

強化による人材の育成、�環境整備によるコミュ

ニティ・ビジネスの認知度の向上、を図り、事業

主体の自立と経営基盤の強化を目指すことが求め

られる。

　行政によるコミュニティ・ビジネスの具体的な

振興策は、全般的な啓発活動を国や県が行い、複

数の市町村にまたがる分野（例えば、環境分野等）

については県が施策を展開し、地域の事情を把握

している市町村が中心となって企画立案・実施す

ることが望ましい。

　行政が中心となって産業振興と市民活動支援機

能を兼ね備えた中間支援機能（組織）を強化・充

実する必要がある。

�　自治体・事業主体の交流強化による人材の確
保・育成
　自治体は、人材・情報交流、リーダーの発掘・
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図表１０　自治体・事業主体の交流強化による人材の確保・育成

図表９　事業活動の課題



育成、職員の派遣等を推進し、事業主体は地域社

会との交流、人材の確保・育成等を推進する必要

がある。

�　環境整備によるコミュニティ・ビジネスの認
知度の向上
　自治体内部の認知度向上、事業主体自身による

積極的な情報発信、行政の広報活動の中間支援組

織へのアウトソーシングが考えられる。

�　事業主体の自立と経営基盤の強化
　行政には産業振興策の一環として経営全般への

支援等と制度面の見直しが求められる。

　事業主体は、行政への提案強化による受託業務

の拡大を図る必要がある。

�　行政サービスのアウトソーシング等の推進
　都市部においては、市が新しい事業提案を積極

的に公募・採用することにより、郡部においては、

町村の支援の下で既存の組織（公益法人、商工会

等）が仲介役となって、コミュニティ・ビジネス

を育成することが考えられる。

　行政サービスのアウトソーシングに関連するコ

ミュニティ・ビジネスとして、観光施設・スポー

ツ施設・文化施設の管理運営事業、イベント開催

事業、高齢者支援事業（配食サービス等）が既に

行われており、これらが将来有望な分野と考えら

れる。
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図表１１　環境整備によるコミュニティ・ビジネスの認知度の向上

図表１２　事業主体の自立と経営基盤の強化
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図表１３��コミュニティ・ビジネスの事業主体とアウトソーシングの内容

   
  

 

 
   

 
   

  
   

 

 
 

 

 

 
  

  
  

 
 

 

 
   

   
 

     

図表１６　有望な分野（３）

図表１４　有望な分野（１） 図表１５　有望な分野（２）


